
 教員免許状の申請方法（説明書）  

Ⅰ 提出書類一覧 

             申請項目    

 

 

   提出書類 

①大学の養成による特別支援学

校教諭免許状の特別支援教育

領域の追加申請 

②検定による特別支援学校教諭

免許状の特別支援教育領域の

追加の申請 

０教育職員免許状申請添付票 ○ ○ 

１免許状授与申請書 ○ ○ 

２免許状検定申請書  ○ 

３学力に関する証明書 ○ ○ 

４宣誓書 ○ ○ 

５履歴書 ○ ○ 

６実務に関する証明書  ○ 

７人物に関する証明書  ○ 

８身体に関する証明書  ○ 

９領域を追加する特別支援学校教員免許状 ○ ○ 

戸籍抄本 △必要があるとき △必要があるとき 

 返信用封筒 △私立・個人申請 △私立・個人申請 

 

Ⅱ 提出書類について 

０教育職員免許状申

請添付票 

①経由欄に、申請書の提出を受けた各機関の受付印又は収受印を押印してください。 

経由先は申請者によって異なります。「Ⅲ 提出方法について」を参照してください。 

その他、経由先である教育事務所や市町教育委員会において記載方法を定めている場合

は、そちらに従ってください。 

②太枠の中について記入してください。 

 

１免許状授与申請書 ①日付は、提出する日を記入してください。 

②本籍は、都道府県を記入してください。 

③氏名は、戸籍に記載されている文字を楷書体で記入してください。 

④授与手数料及び検定手数料として、栃木県収入証紙を所定の欄に貼付してください。 

 申請免許状１枚につき授与手数料３，３００円、検定手数料１，７００円です。 

 販売所の所在等、栃木県収入証紙の詳細は以下の栃木県ＨＰを確認してください。 

栃木県／会計管理課 お知らせ・行政情報 (tochigi.lg.jp) 

https://www.pref.tochigi.lg.jp/i02/kaikeika.html 

消印済みの栃木県収入証紙は使用できません。 

誤って日本政府収入印紙を貼付する事例が多く発生しています。 

栃木県収入証紙と日本政府収入印紙は別物です。以下の見本を参考にしてください。 

 

 

２免許状検定申請書 

https://www.pref.tochigi.lg.jp/i02/kaikeika.html


※ 上記見本は栃木県収入証紙の一例です。 

※ 上記現行図柄のほか、旧図柄の栃木県収入証紙も使用可能です。 

※ 現行図柄と旧図柄の栃木県収入証紙を混ぜて使用することも可能です。 

 

３学力に関する証明

書 

単位を修得した大学等から、教員免許状申請用に発行されたものを提出してください。 

 「学力に関する証明書」とは、成績証明書等について広く指す表現ではありません。 

「学力に関する証明書」という名称の、教員免許状申請用の証明書です。 

一般的な成績証明書による代替はできませんのでご注意ください。 

 

４宣誓書 ①日付は、提出する日を記入してください。 

②教育職員免許法第５条第１項第３号から第６号までの各号（欠格条項）に該当しないこ

とを確認の上、本人が署名してください。 

 特に第３号については、以下の場合も欠格条項に該当します。 

 

 

 

③現職の主幹教諭、指導教諭及び教諭の方は、宣誓書の提出を省略できます。 

 

５履歴書 ①本籍は、都道府県を記入してください。 

②身上事項は、過去に戸籍上の氏名又は本籍（都道府県）に異動があったとき、その内容

を記入してください。（例：婚姻等） 

 異動日は、当該異動に係る事由が発生した日を記入してください。（例：婚姻日等） 

特に、提出書類（学力に関する証明書、免許状の写し等）の中に旧氏名又は旧本籍の記

載があるときは、身上事項欄に必ず記入してください。 

③勤務校名は、申請日時点で現に学校、幼稚園及び幼保連携型認定こども園に在職する者

が記入してください。 

④教員免許 (臨時免許状含む) 、資格等は、以下(1)及び(2)について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 種類（教科等）、番号、授与権者等は、正確に記入してください。 

 

 

 

 

 

 同一校種・教科の免許を複数有する場合も、すべての免許について記入してください。 

  (例) 小学校教諭一種と小学校教諭専修を有する場合、両方とも記入する。 

⑤学歴は、高等学校以降の入学、編入学、卒業、修了、退学、科目等履修登録等の期間に

ついて記入してください。 

 入学日や卒業日を記入するにあたっては、提出する卒業証明書や学力に関する証明書に

入学日や卒業日が記載されているか確認し、証明書記載のとおり記入してください。 

⑥職歴は、民間企業等を含めて、過去就業していた場合に記入してください。 

特に教職歴は、臨時的任用を含む全て（給与発令を除く。）を記入してください。 

就業経験がない場合（学生等）は「なし」と記入してください。 

表面の枠数で不足する場合は、裏面に続けて記入してください。 

裏面の枠数で不足するときは、裏面をさらに複写したものに記入してください。 

⑦日付は、提出する日を記入してください。 

履歴書に記入した内容が事実と相違ないことを確認のうえ、本人が署名してください。 

 履歴書が裏面以降に続いた場合、各ページに必ず署名を行ってください。 

・禁錮以上の刑の執行終了から１０年が経過しない者 

・禁錮以上の刑の執行猶予期間中にある者 

(1)申請のときに有している以下の教員免許 

・幼・小・中・高・特支・養護・栄養教諭普通免許（未更新の場合は備考欄に記入） 

・幼・小・中・高・特支・養護  助教諭臨時免許（有効期間内のものに限る） 

(2)申請のときに有している教員免許以外の各種免許及び資格 

(例) 保健師免許、看護師免許、管理栄養士免許、栄養士免許、保育士資格等 

(例 1) 高等学校教諭一種免許状（保健体育）、令 3 高一第〇〇号、栃木県教育委員会 

(例 2) 保健師免許、第〇〇〇〇号、厚生労働大臣 

(例 3) 管理栄養士免許、第〇〇〇〇号、栃木県知事 

(例 4) 保育士資格、栃木県－〇〇〇〇、栃木県知事 



⑧履歴書は両面印刷を推奨していますが、片面印刷でも差し支えありません。 

 

６実務に関する証明

書 

①教員※としての実務期間について記入してください。 

 各申請に必要な実務年数や勤務校区分等、詳細は「栃木県教育職員免許状取得の手引」

を確認してください。 

  (例) 検定による特別支援教育領域の追加の申請 １年以上 

 ※ 非常勤の期間は実務期間に含めない。（栄養教諭免許状の申請を除く。） 

②実務期間は、起算日に対応する日の前日までをもって１年又は１月とします。 

 

 

 

 

③(1)～(4)の実務期間について、証明者は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 証明者欄は、上記区分に応じて以下の例により記入してください。 

 

 

 

 

 

 授与権者（栃木県）として(4) 以外の内申は求めませんが、証明者が申請者の適格性を

証明するにあたって第三者の内申を必要とする場合は、内申者欄を使用して差し支えあ

りません。 

④栃木県立学校の実務期間については、栃木県教育委員会が証明を行います。 

 ダウンロードファイル４「０４実務に関する証明書交付申請書（県立学校関係）」を参

照してください。 

 その他学校の証明書を必要とする場合は、上記(1)～(5)の各証明者へお尋ねください。 

⑤証明者は、自らが設置・管轄する学校の実務期間についてのみ証明を行います。 

 

 

 

 

⑥勤務成績概評欄に、「当該期間を良好な成績で勤務した」か否かについて明記を受けて

ください。 

 

７人物に関する証明

書 

①申請日より３月以内に発行されたものを提出してください。 

②(1)～(5)の申請者区分に対して、証明者は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 市 町 立 学 校 の 実 務 期 間  市町教育委員会 

(2) 県 立 学 校 の 実 務 期 間 県教育委員会 県外の都道府県立学校は 

都道府県教育委員会   

(3) 私 立 学 校 の 実 務 期 間 私立学校法人理事長  

(4) 大学附置の国立又は公立学校の実務期間 大学学長（要学校長内申） 

(1) 〇〇市教育委員会（教育委員会印） 

(2) 〇〇県教育委員会（教育委員会印） 

(3) 学校法人〇〇理事長 〇〇 〇〇（理事長印） 

(4) 〇〇大学学長 〇〇 〇〇（学長印） 

(例) 申請日時点で宇都宮市立学校に勤務する教員が、 

過去に勤務した鹿沼市立学校の実務期間について証明書を必要とするとき、 

宇都宮市教育委員会が鹿沼市立学校の実務期間を証明することはできない。 

(例 2) 令和 ２年４月１日～令和３年３月 31 日 は 合計 １年 

 

(1) 市 町 立 学 校 の 教 職 員 市町教育委員会 

(2) 県 立 学 校 の 教 職 員  県立学校長  県外の都道府県立学校は 

都道府県教育委員会   

(3) 私 立 学 校 の 教 職 員  私立学校法人理事長  

(4) 大学附置の国立又は公立学校の教職員 大学学長（要学校長内申） 

(5)( 1 ) ～ ( 4 ) 以 外 の 者   勤務先の代表、学生は学長等の 

公に証するに足りる者（私印不可）   

(例 1) 平成 31 年４月１日～平成 31 年４月 30 日 は 合計 １月 

(例 2) 平成 31 年４月１日～令和 ２年３月 30 日 は 合計 11 月(＋30 日) 

(例 3) 令和 ２年４月１日～令和 ３年３月 31 日 は 合計 １年 

 

https://www.pref.tochigi.lg.jp/m03/education/kyouikuzenpan/kyoushokuin/kyouinmenkyo-tebiki.html
https://www.pref.tochigi.lg.jp/m03/education/kyouikuzenpan/kyoushokuin/kyouinmenkyo-tebiki.html


 証明者欄は、上記区分に応じて以下の例により記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 授与権者（栃木県）として(4) 以外の内申は求めませんが、証明者が申請者の適格性を

証明するにあたって第三者の内申を必要とする場合は、内申者欄を使用して差し支えあ

りません。 

 申請日時点で教職員でない等の理由により、上記証明者から証明を得られない場合は、

以下の書類を提出することで、本証明書の提出に替えることができます。 

 

 

 

 

 

 

③所見は、すべての項目について必ず記入してください。 

 短所やその他について特筆すべき内容がないときは「特になし」等記入してください。 

④教育職員としての適格性について、有するか否かを必ず明記してください。 

 

８身体に関する証明

書 

①申請日より３か月以内に発行されたものを提出してください。 

②医療機関は国立、公立又は私立を問いません。 

③状況は、すべての項目について必ず記入してください。 

その他の所見について特筆すべき内容がないときは「特になし」等記入してください。 

④呼吸器については、X 線等の検査によらず、聴診等による所見で足りるものとします。 

⑤聴力については、オージオメーターを用いた検査のほか、会話法による検査も可としま

す。 

⑥健康診断書等による代替はできません。 

 必ず所定の様式に医療機関からの証明を受けてください。 

 

９領域を追加する特

別支援学校教員免

許状 

 特別支援教育領域の追加の定めを受けようとするときは、受けようとする特別支援学校

教員免許状※原本を提出してください。     ※ 栃木県教育委員会が授与した免許状に限る。 

 

 戸籍抄本  提出書類（学力に関する証明書、免許状の写し等）の中に旧氏名又は旧本籍の記載があ

るときは、異動の経緯が確認できる戸籍抄本を提出してください。 

 

 返信用封筒 ①教員免許状の交付は、原則郵送（簡易書留）により行います。 

 あて名を明記し、次に掲げる切手を貼付した角形２号の封筒を提出してください。 

 

 

 

 

②公立学校の申請については、原則使送対応となるため、返信用封筒の提出は不要です。 

 

 

 

 

(1) 〇〇市教育委員会（教育委員会印） 

(2) 栃木県立○○学校長 ○○ ○○（学校長印） 

（県外の都道府県立学校の場合は〇〇県教育委員会（教育委員会印）） 

(3) 学校法人〇〇理事長 〇〇〇〇〇（理事長印） 

(4) 〇〇大学学長 〇〇〇〇（学長印） 

(5) 株式会社○○代表取締役 ○○○○（代表者印）etc 

(1) 人物に関する証明書を得られない理由書（様式は任意） 

(2) 人物に関する証明書（証明者は以下のいずれかの人物とする） 

 ・勤務予定先の代表 

 ・出身学校の長 

 ・従前の所属長 

・申請した免許状が３枚以下 ４９０円 

・申請した免許状が６枚以下 ５６０円 

・申請した免許状が７枚以上 事前に確認してください。 

 



Ⅲ 提出方法 

以下の勤務区分に従って提出してください。 

  １ 市 町 立 学 校 勤 務 → 使送（校長、市町教委、教育事務所を経由すること。） 

  ２ 国立・県立学校勤務 → 使送（校長を経由すること。） 

  ３ 私 立 学 校 勤 務 → 郵送（校長を経由すること。） 

  ４ そ の 他 → 郵送（経由先なし、上記１～３で希望する者を含む。） 

 

 提出先：〒３２０－８５０１ 宇都宮市塙田１－１－２０ 

     栃木県教育委員会事務局義務教育課総務担当 宛て 

 

Ⅳ その他 

 提出書類は、提示された免許状原本及び資格証等原本を除き一切返却しません。 

 普通免許状授与の標準事務処理期間（＝申請から免許状交付まで）は６０日です。 

 市町教育委員会及び教育事務所を経由する場合は、さらに２０日程度の期間を要します。 

 授与等の期日指定の希望には一切応じられません。 

２月及び３月の免許状の申請は、県内大学等の卒業に伴う一括申請の事務に対応するため、不定期に事務処理を

行います。 

 


